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入学者試験「専門科目試験問題」 

 
 

試験科目 ： 政治学 

 
以下の問いに答えなさい。 
 
問題１．議院内閣制と大統領制はどのような制度であり、またこれらの制度の違いがど

のように政治や政策に影響を与えうるのかを具体例を挙げて説明せよ。 
（50 点） 

 
 

問題２．国・地方の政府活動を、公共政策の段階的な過程として理解する考え方につい

て説明せよ。その上で「政策課題の設定」を考察する意味について、具体的な事例に

言及しながら論じなさい。 
（50 点） 
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試験科目 ： 行政法 

 
第 1 問 行政手続法 14 条１項が定める理由の提示について、以下の各問いに答えなさい。 
（1）理由の提示の趣旨を述べるとともに、求められる理由の程度について、「処分基準」

という言葉を用いて説明しなさい。（20 点） 
（2）処分取消しの訴えが提起された場合、行政庁は処分時に提示した理由を取消訴訟係属

中に差し替えることは許されるか、論じなさい。（30 点） 
 
第 2 問 都市計画法上の用途地域指定決定の処分性が争われた以下の最高裁判決（最判昭

和 57 年 4 月 22 日民集 36 巻 4 号 705 頁）を素材としつつ、処分性拡大の意義と問題点に

ついて、公法上の確認訴訟に言及しながら論評しなさい。 
（50 点） 

「都市計画区域内において工業地域を指定する決定は、都市計画法八条一項一号に基づき

都市計画決定の一つとしてされるものであり、右決定が告示されて効力を生ずると、当該

地域内においては、建築物の用途、容積率、建ぺい率等につき従前と異なる基準が適用さ

れ（建築基準法四八条七項、五二条一項三号、五三条一項二号等）、これらの基準に適合し

ない建築物については、建築確認を受けることができず、ひいてその建築等をすることが

できないこととなるから（同法六条四項、五項）、右決定が、当該地域内の土地所有者等に

建築基準法上新たな制約を課し、その限度で一定の法状態の変動を生ぜしめるものである

ことは否定できないが、かかる効果は、あたかも新たに右のような制約を課する法令が制

定された場合におけると同様の当該地域内の不特定多数の者に対する一般的抽象的なそれ

にすぎず、このような効果を生ずるということだけから直ちに右地域内の個人に対する具

体的な権利侵害を伴う処分があつたものとして、これに対する抗告訴訟を肯定することは

できない。もつとも、右のような法状態の変動に伴い将来における土地の利用計画が事実

上制約されたり、地価や土地環境に影響が生ずる等の事態の発生も予想されるが、これら

の事由は未だ右の結論を左右するに足りるものではない。なお、右地域内の土地上に現実

に前記のような建築の制限を超える建物の建築をしようとしてそれが妨げられている者が

存する場合には、その者は現実に自己の土地利用上の権利を侵害されているということが

できるが、この場合右の者は右建築の実現を阻止する行政庁の具体的処分をとらえ、前記

の地域指定が違法であることを主張して右処分の取消を求めることにより権利救済の目的

を達する途が残されていると解されるから、前記のような解釈をとつても格別の不都合は

生じないというべきである。 
 右の次第で、本件工業地域指定の決定は、抗告訴訟の対象となる処分にはあたらないと

解するのが相当である。」 
以 上 
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